
高知県の財政
平成21年度

●平成21年度一般会計当初予算

●５つの基本政策に基づく県づくり

●産業振興計画の推進

●財政健全化に向けた歳出・歳入改革の取り組み



平成 21 年度一般会計当初予算の概要１

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

0

県債残高の推移（普通会計）一般会計歳出総額･県税収入･普通建設事業費の推移

県債残高（臨時財政対策債を除く）臨時財政対策債歳出総額 県税収入 普通建設事業費

0

1,000

2,000

4,000

5,000

6,000

7,000
（単位：億円） （単位：億円）

１ 攻めの予算、実践型の予算を実現しました

4,187億円（前年度に比べ51億円（1.2％）の増）
当初予算の規模が対前年度プラスになったのは、平成 11 年度当初予算以来！

普通建設事業費は743億円（前年度に比べ30億円（4.2％）の増）
普通建設事業費が対前年度プラスになったのは、平成８年度当初予算以来！
さらに、国の交付金事業などを活用した２月補正予算での前倒しを加えると普通建設
事業費は、849億円を確保（平成 20 年度当初予算に平成19年度２月補正予算を加え
たものに比べて115億円（15.6％）増）

これまでの仕込み、仕掛けを生かす

２ 将来にわたっての安定的な財政運営に努めました

臨時財政対策債を除いて県債残高を128億円抑制

予算見積の段階より財源不足額を145億円圧縮

平成20年7月の収支見通しより財政調整的な基金残高は36億円増
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①県債残高の抑制による将来世代の負担を軽減
②事業効果の検証などによる徹底した事業の見直し
③一般財源の確保と国の交付金を活用した事業の前倒し
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①未曾有の経済危機を迎えて緊急的な雇用の確保や産業振興計画の実践による本県経済
　体質の抜本的な強化が必要
②学力・体力の低下という教育危機への対応が必要
③人口の減少が進み中山間地域が多い本県の実情に即した「高知型福祉」の実現が必要
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県民サービスの確保

産業振興計画の推進に向けて、85 億円の予算を計上
● 10億円の総合補助金の新設や総合アドバイザーの派遣などにより地域アクションプランを全面的に支援します。
●「龍馬伝」を契機として観光八策を進め、400万人観光、1,000億円産業を目指します。

あったか高知・雇用創出プランの実施
●緊急雇用創出・ふるさと雇用再生基金（81億円）を活用し、３年間で 3,000 人の雇用を目指します。

●放課後の学び場の確実な設置を進めるとともに、高知市が行う学力向上への取り組みを徹底的に支援します。

高知発の新しい支え合いの仕組みづくり
●高齢者、障害者、子ども、子育て中の母親など誰もが集い、支え合える「あったかふれあいセンター」の整備
　を推進します。

きめ細かなインフラ整備による経済の活性化
●普通建設事業費743億円を確保しました（普通建設事業費が対前年度比プラスになったのは平成 8 年度当初予
　算以来です）。
●国の二次補正や地域活性化・生活対策臨時交付金を活用して平成 20年度 2 月補正予算で106億円の普通建設
　事業を実施します。

財政健全化の推進
一般財源総額（地方税 + 地方譲与税 + 交付税等）の確保
●県税収入は95億円の大幅な減収となりましたが、地方法人特別譲与税（47億円）の創設や、地方交付税等（臨
　時財政対策債を含む）について有効求人倍率が低い団体への配慮を国に提案した結果、82億円の増（地域雇用創
　出推進費47億円を含む）となったことから、一般財源総額では24億円の増を確保しました。　

財源不足額の圧縮
●一般財源総額の確保や地域活性化・生活対策臨時基金などの活用、職員定数の削減や職員給与の抑制、歳出の
　重点化によって財源不足額を圧縮しました。同基金の活用により、平成21年度当初予算はもとより後年度の事
　業を前倒しして将来負担を軽減（24億円）しました。また、基金の取り崩しを抑え将来の財政収支を好転させ
　ました。

県債残高を抑制して将来世代の負担を着実に減少
●臨時財政対策債を除き対前年度 128億円（2.1%）の減としました。
●ピーク時（平成12年度）の約 8 割まで抑制しました。

２

１

３ 学力向上・いじめ問題等対策計画の推進

依存財源
298,547
(71.3%)

地方交付税
＋

臨時財政
対策債
199,992
(47.8%)

国庫支出金
53,028
(12.7%)

県債
34,077
(8.1%)

自主財源
120,135
(28.7%)

県税
56,092
(13.4%)

地方特例交付金
679(0.2%)

地方譲与税
7,243(1.7%)

交通安全対策特別交付金
247(0.1%)

その他
3,281(0.7%)

繰入金
20,143(4.8%) 分担金及び負担金  

2,820(0.7%)
使用料及び手数料
6,283(1.5%)

歳　入
418,682
単位：百万円

経常的経費
341,836
(81.6%)

投資的経費
76,846
(18.4%)

人件費
132,225
(31.6%)

公債費
79,439
(19.0%)

災害復旧費
2,513
(0.6%)

その他
26,547
(6.3%)

普通建設
事業費
74,333
(17.8%)

補助費等
80,115
(19.1%)

歳　出
418,682
単位：百万円

平成21年度当初予算（一般会計）



５つの基本政策に基づく県づくり２

２ インフラの充実と有効活用

３ 教育の充実と子育て支援

経済の活性化　産業振興計画の推進（詳細は５ページを参照）１

足下を固め、
活力ある県外市場に
打って出る

●直販所の来店型販売形態の強化や出荷体制の構築を進めるとともに、学校給食への
　地場産物の活用などにより地産地消の徹底化を図ります。
●生産・企画・販売の各段階での総合的なアドバイザーの派遣と総合的な補助金によっ
　て地域アクションプランの取り組みを全面的に支援します。
●高知県の旬の情報を丸ごと発信するポータルサイトの構築や県外での「ものづくり
　商談会」の開催を通じた本県のサポーターづくりを進めます。
●果敢に貿易に挑戦する事業者を海外事務所との綿密な連携で支援します。
●食品加工や製造業を中心とした人材の育成と技術支援アドバイザーの派遣により技
　術力の向上を進めます。

●食品などのテーマごとに企業や専門家で構成する研究会を設置し、成長分野の事業
　化への取り組みを重点的に支援します。
●埋もれている地域資源や地場産品を発掘し商品化するための仕組みを構築します。
●県内観光施設のブラッシュアップや観光タクシー、My 遊バスなどの二次交通整備
　を進めます。
●高知駅前に「土佐・龍馬であい博」開催に向けたパビリオンと観光情報発信施設を
　設置します。

●研修費の助成などを通じて農業や漁業の新規就業者の確保を進めます。
●ＪＡ出資型法人の設立を促進します。
●地域協議会の設置や経営セミナーの開催などにより建設業の新分野進出を支援します。
●まんがなど新たなコンテンツビジネスの創出を進めます。

●道路特定財源の一般財源化に伴い創設された「地域活力基盤創造交付金」などを活用して、遅れている本県
    の社会資本整備を一層進めます。
●公共交通ネットワークの確保や観光客が利用しやすい二次交通の実現と産業振興のための総合物流戦略づく
   りに取り組みます。
●市町村が行う情報格差是正のためのブロードバンド環境整備や地デジ対策を支援します。

●高知女子大池キャンパスの整備を進めます。
●公立大学法人化する高知工科大学の運営を支援します。
●老朽化した土佐海援丸の代船建造のための基本設計を行います。 

●小中学校の放課後の学び場を確保・充実し、　
　一人ひとりの児童生徒に寄り添う指導を行い
　基礎学力の向上を図ります。
●学力向上への先進的な取り組みを行う学校を
　支援し、学力向上につなげます。
●小中学校の連続性のある人間関係づくりや家
　庭訪問などによる生徒指導を進め、いじめ・
　不登校などの課題解決を図ります。

90 億円（前年度＋ 32億円）

675億円（前年度＋ 48億円）

80億円（前年度＋ 65億円）

３

１

産業間連携の強化
２

足腰を強め、新分野への挑戦
３

教育の充実
１

学力向上・いじめ

問題対策計画の

着実な推進

２

●「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」に表れた課題解決のための施策の検討と
　体力向上に向けた運動プログラムを開発します。
●運動やスポーツの持つ素晴らしさを体感してもらうためトップアスリートなどの外
　部人材を活用します。
●県内ジュニア選手の優れた人材を発掘・育成し競技力向上につなげます。

体力づくりの推進
３

※前年度の２月補正含む



４ 県民の安全 ･安心の確保に向けた地域の防犯、防災の基礎づくり

５つの基本政策に横断的にかかわる事業

雇用対策など緊急課題への対応

５ 日本一の健康長寿県づくり

●南海地震に備え、木造住宅、保育所、幼稚園、公立小中学校、県立学校などの耐震化を加速化するとともに、
　市町村の自主防災組織活動やヘリポートなどの防災施設の整備を支援します。

●安芸病院の建て替えや高知医療センター精神科病棟の整備を行い、地域医療提供体
　制の構築に努めます。
●奨学金の貸し付けや手当などへの助成を通じて産科医や助産師、救急を担う医師等
　の確保を進めます。
●ドクターヘリの導入に向けた検討を進めます。
●県内に必要な抗インフルエンザウイルス薬の備蓄を進めます。

●子育てや生活支援、高齢者･ 障害者福祉サービスなどを複合的に提供する地域の支
　え合いの拠点（あったかふれあいセンター）づくりを進めます。
●潜在的な有資格者の養成や介護福祉奨学資金の貸し付けなどを行い介護人材の確保
　に努めます。
●中山間地域での障害のある方の就労の場を創出するため、
　小規模な障害者福祉サービス事業所の運営を支援します。

●自殺予防センターやひきこもり地域支援センターを設置し、
　相談体制と関係機関の連携体制を強化します。

●水 ･ 交通の確保といった中山間地域での暮らしを守るための事業や地域のにぎわい
　を創出するための事業を総合的に支援します。
●中山間の副業型林業者や自伐林家の所得を向上させるための仕組みを構築します。
●薬用植物の栽培・利用技術の開発を進めます。　
●深刻化するシカ被害に対して個体数の調整などの抜本的な対策を講じます。

●間伐による森林のＣＯ２吸収量をカーボンオフセットに活用する制度の構築に取り
　組みます。
●レジ袋の削減などエコポイント制度の拡充に向けた検討を進めます。

●ふるさと雇用再生特別基金 ･ 緊急雇用創出臨時特例基金を活用し雇用の創出と地域産業の担い手確保を図ります。
●ジョブカフェこうちの幡多サテライトセンターを設置し、西南地域の雇用対策を充実します。
●過去最大の離職者訓練枠を確保し、早期就職を支援します。

●子どもを生み育てやすい環境を整備するため、第３子以降の保育料と乳児医療費の
　無料化等を支援します。
●安心して妊娠・出産できる体制を確保するため、市町村が行う妊婦健康診査に要す
　る経費を支援します。

323 億円（前年度＋ 19億円）

21億円（前年度＋１億円）

44億円（前年度＋ 34億円）

43億円（前年度＋ 0.4 億円）

４

少子化対策の総合

的な推進

４

地域医療の確保
１

高齢者・障害者福

祉サービスの充実・

確保

２

自殺予防・ひきこ

もり対策の拡充　

３

中山間地域への

総合対策

１

低炭素社会のトップ

プランナーを行く

２

●

●



産業振興計画の推進３

１ 足下を固め、活力ある県外市場に打って出る

地産地消の徹底、地産外商の推進、海外販路開拓への挑戦

２ 産業間連携の強化

３ 足腰を強め、新分野への挑戦

９億円

22億円

54億円

５

●付加価値を県内で生み出す仕組みづくり
●消費者視点の「マーケットイン」の商品づくり
●直販所などの売り場の確保
●首都圏のアンテナショップなどを活用した販売促進

高付加価値化の推進（県産品の磨き上げ）、すそ野が広い観光産業の戦略的展開

●加工産業化に向けた相談支援体制の構築
●食品加工に取り組む人材の育成
●滞在型・体験型観光の推進による「400 万人観光・1,000 億円産業」の実現
●首都圏などの巨大市場をターゲットにした誘客展開

生産地の足腰の強化と担い手の育成、中山間地域の産業づくり、新産業の創出

●県への移住を希望する方の窓口となる「移住コンシェルジュ制度」の創設
●まとまりによる高いレベルの産地の形成
●木材の効率的な生産システムの構築と販売力の強化
●県漁協による「土佐の魚」の流通販売強化
●「健康福祉」「環境」「天然素材」「食品加工」などのテーマ別研究会の設置

　県内を７ブロックに分け、各地域の産業の将来像や重点化の方向性を示していま
す。221件の具体的な取り組みが盛り込まれており、今後もさらなるアイデアの掘
り起こしを行っていきます。

　　　　　　　具体的な取り組みの内容　　　　　　　
●地域の特色や素材を生かしたもの　　　　　●産業成長戦略を地域で具体化していくもの
●市町村の枠を超えて広域的に連携するもの

地 域 ア ク シ ョ ン プ ラ ン



財政健全化に向けた歳出・歳入改革の取り組み４

１ 歳出削減に向けた取り組み △41億円

２ 事務事業の抜本的な見直し　▲ 6 億円

１ 行政のスリム化の推進　　　▲ 35 億円
●定数削減計画の着実な実行　△19億円（△280人）
●職員給与の抑制　△16億円

２ 遊休財産の処分計画に基づく売却 　1.5 億円

１ 受益者負担の適正化　　　

●使用料手数料の見直し　
●その他の収入確保　

　歳入・歳出の両面から財源不足額の圧縮に取り組みましたが、なお一般財源が 174 億円不足するこ
とから、以下により財源不足額に対応することとしました。
　これによって財政調整的な基金を 99 億円取り崩すことになりますが、平成 20 年 7 月の収支見通し
で見込んでいた基金残高 100 億円が 136 億円に増加しており、将来の財政運営の安定につながるよう
対処しています。

６

３ 金利負担の軽減効果を含む公債費負担の平準化

２ 歳入確保に向けた取り組み 1.5億円

３ 財源不足への対応 174億円

●地方債の有効活用
　75億円（行政改革等推進債16億円、退職手当債59億円）
●財政調整的な基金の取り崩し 99億円（減債基金のルール外89億円、財政調整基金10億円）
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